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１.長野市人口ビジョンの位置付け 

 

「長野市人口ビジョン」は、本市における人口の現状等を分析し、人口減少に関する市民との意

識を共有するため、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。 

さらに、本ビジョンは、まち・ひと・しごと創生に資する効果的な施策を企画立案する上で重要

な基礎となるものであり、これを踏まえて、今後実施する施策を体系的にまとめた「長野市まち・

ひと・しごと総合戦略」を策定し、施策を展開することとなります。 

2020年度（令和４年度）から「第五次長野市総合計画後期基本計画」と「長野市まち・ひと・し

ごと総合戦略」を統合しており、今般、2027年度（令和９年度）から始まる次期総合計画策定に向

けて、2023年（令和５年）に国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）が発表

した人口推計をベースに人口ビジョンを改訂するものです。 

 

【人口ビジョンの改訂経過】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.対象期間 

 

長野市人口ビジョンの対象期間は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を踏まえ、2060

（令和42）年とし、人口の将来展望を描きます。 

 

 

  



2 
 

３.長野市の人口の現況 
 

(1) 人口の推移 
 

ア 総人口と年齢３区分別人口の推移と将来推計 

本市の総人口は、2020年の国勢調査で約37万3千人となっています。社人研の推計よると、

2060（令和42）年には、総人口が約27万4千人になると推計しています。 

人口の推移を、年齢３区分別にみると、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）

は減少し、老年人口（65歳以上）は、増加し続けています。 
 

【図１ 総人口及び年齢３区分別人口の推移と将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 人口ピラミッドの変化 

人口構造の変化を人口ピラミッドでみると、2020（令和２）年（図２）は、40代から70代の

人口が多く、10代、20代が少ないことがわかります。2050（令和32）年（図３）は、社人研の

推計によると、「75〜79歳」の人口が最も多く、10代、20代の人口は更に少なくなる見込みで

す。 
 

【図２ 2020（令和2）年 国勢調査（単位：人）】    【図３ 2050（令和32）年 社人研推計（単位：人）】 
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資料：2015（平成27）年までの総人口及び年齢３区分別人口は、国勢調査による。 

※ 社人研推計：2050（令和 32）年までの人口推計は、「日本の地域別将来推計人口 

（令和 5(2023)年推計）」に公表。2055（令和 37）年以降は、社人研推計に準拠して推計。 

資料：2020（令和 2）年は国勢調査。2050（令和 32）年は社人研推計に準拠 
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ウ 地域別人口の推移と将来推計 

市街地地域、市街地周辺地域及び中山間地域の３地域別に、将来人口を社人研推計に準拠して

推計すると、すべての地域で今後も減少傾向が続くと推計されます。これまで人口が増加してき

た市街地周辺地域も、徐々に減少すると推計されます。中山間地域は、2045（令和27）年には現

状値から半減し、人口２万人を割り込むと推計されます。 

 

                                                      【図４ 地域区分図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５ 地域別人口の推移と将来推計】 
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【図６ 市街地地域の年齢３区分別人口の将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図７ 市街地周辺地域の年齢３区分別人口の将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図８ 中山間地域の年齢３区分別人口の将来推計】 
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エ 外国人人口の推移 

市内の外国人人口は、増加傾向にあり、国外からの転入者のみならず、国内からの転入も増加

傾向にあります（図９）。国籍別では、中国が約４割を占めており、次いでベトナム、韓国、フ

ィリピン、タイと上位５か国はアジア圏で全体の約８割を占めております。（図10） 

【図９ 外国人転入者数の推移】            【図10 外国人人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 自然動態の推移 
 

ア 出生・死亡の推移 

出生数は、長期的に減少傾向が続いており、2007（平成19）年には、死亡数が出生数を上回る

状況となりました。これは、1995（平成７）年に老年人口が年少人口を上回り、また、2005（平

成17）年には高齢化率が20％を超えたことにより、死亡数が増加したものによると考えられます。

死亡数は、2011（平成23）年以降は、死亡数が500人以上、出生数を上回る状況となっています。 
 

【図11 出生・死亡の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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イ 合計特殊出生率と出生数の推移 

合計特殊出生率をみると、1980年代は1.8前後で推移していましたが、2000（平成12）年代に入

ってからは1.50前後で推移し、コロナ禍明けの2023（令和５）年には1.30と低下しています。 

出生数をみると、1975（昭和50）年に5,750人でピークとなった後、減少傾向が続いています。

2023（令和５）年の出生数は、2,167人と、1975（昭和50）年の出生数の４割未満となっています。 
 

【図12 合計特殊出生率と出生数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：1965（昭和40）年から2000（平成12）年までは国勢調査による。 

2001（平成13）年以降は長野市人口異動調査による。 

    

 

ウ 年齢階級別婚姻割合の推移 

年齢階級別に婚姻割合をみると、1980（昭和55）年代から男女ともに減少し、男性では「30歳

－34歳」で約３割（図13）、女性では、「25歳－29歳」で約４割（図14）も減少しています。 

 

【図13 年齢階級別婚姻割合の推移（男性）】      【図14 年齢階級別婚姻割合の推移（女性）】 
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(3) 社会動態の推移 
 

ア 転入・転出数の推移 

転入・転出をみると、長野オリンピック冬季競技大会が終了した1998（平成10）年以降、転出

数が転入数を上回る状況が続いています。 

転入数のピークは、1996（平成８）年の17,490人で、2011（平成23）年以降は、横ばいで推移

しています。 

【図15 転入・転出の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 性別・年齢階級別の人口移動の最近の状況 

男性、女性とも、「15〜19歳」、「20〜24歳」で転出超過となっています。進学や就職が転出

の契機になっているものと考えられます。 

転入超過となっている年齢階級は、女性は、「25〜29歳」男性は、「25〜29歳」、30代以上で

転入超過の傾向にあります。 
 

【図16 性別・年齢階級別社会増減2015（平成27）年から2020（令和２）年】 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

※ 図は、５年間の移動数を表している。2020（令和２）年の国勢調査の際に、５年前 

の在住地を尋ね、その回答を元に集計した結果の数値となる。 
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ウ 地域ブロック別の人口移動の状況 

住民基本台帳から、直近４年間の地域ブロック別の人口移動をみると、長野県内からは転入超

過の傾向にある一方、東京圏へは、転出超過の傾向にあることがわかります。特に、2019（令和

元）年は、1,049人と大幅な転出超過となっていましたが、コロナ禍で縮小し、2022（令和４）年

には再び拡大傾向となっています。 

進学や就職などの要因による移動が毎年起こり、その移動先が東京圏といった特定の地域に固

まっていることを示しています。 

 

【図17 地域ブロック別人口移動の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（暦年） 

 

 

表１ ブロック別都道府県一覧 

東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

北関東 茨城県、栃木県、群馬県 

東京圏 東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 

北陸 新潟県、富山県、石川県、福井県 

中部 山梨県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

関西 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（人）

東京圏, -1049

東京圏, -578
東京圏, -331

東京圏, -525

関西, -137

関西, -75

関西, -43
関西, -67

長野県内, 433 

長野県内, 249 

長野県内, 141 

長野県内, -100

国外など, 451 

国外など, 289 

国外など, 7 

国外など, 294 

(1,500)

(1,000)

(500)

0

500

1,000

2019年 2020年 2021年 2022年

国外など

長野県内

九州

四国

中国
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中部

北陸

東京圏

北関東

東北

北海道

転
入
超
過

転
出
超
過

東京圏へは毎年度転出

超過

（人） 
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長野県内からの純移動数をみると、全体的に、県内からは転入超過の傾向にあるものの、2022

（令和４）年には、転出超過となりました。 

市町村別にみると、松本市、飯山市、中野市は、転入超過が比較的大きいと言えます。これは、

転勤などの理由により、長野市へ流入する人数が多いことが要因と考えられます。 

一方で、千曲市、須坂市では、勤務先は長野市内にあるものの、長野市以外に住宅を建てるな

どの理由により、転出超過になっていると考えられます。 

 

【図18 長野県内人口移動の推移】 

 

資料：住民基本台帳（暦年） 
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岡谷市
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エ 東京圏への性別・年齢階級別人口移動の状況  

【東京圏（男性）】 

転出では「20〜24歳」で500人を超え最も多く、転入では「25〜29歳」が最も多くなっていま

す。純移動数でも、「20～24歳」で大きく転出超過となっています。一方、30代から60代では、

均衡状態となっています。 

 

【図19 ５歳階級別東京圏の転入数、転出数及び純移動数（男性）】 

 

 

 

    

   

 

   

 

 

 

資料：2022（令和４）年度住民基本台帳 

【東京圏（女性）】 

転出では男性と同様に「20〜24歳」が400人を超え最も多く、転入でも、「20〜24歳」が最も

多くなっています。純移動数でも、「20〜24歳」で大きく転出超過となっています。 

 

【図20 ５歳階級別東京圏の転入数、転出数及び純移動数（女性）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：2022（令和４）年度住民基本台帳 

  

(700)

(600)

(500)

(400)

(300)

(200)

(100)

0

100

200

300

転入 転出

純移動数

（人）

(500)

(400)

(300)

(200)

(100)

0

100

200

300

転入 転出

純移動数

（人） 

（人） 



11 
 

 

４.現況の課題と目指すべき人口目標 

 

(1) 人口の推移における現状の課題 
 
   人口の推移等から本市の課題を以下にまとめました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 目指すべき将来の方向 
   

本市の将来人口において、今後も一定の人口を維持するためには、子育て施策や結婚支援の充実

により出生率を向上させること、また、移住・定住の促進、地域企業の変革や企業誘致等、産業基

盤強化による雇用の創出などにより、転出抑制と転入増加を同時かつ相乗的に進めることで、将来

人口に好影響を及ぼすことを目指す必要があります。 

 

 

 

 

 

長野地域の連携中枢都市である本市は、今後も医療、交通、産業など高次の都市機能を維持し、

圏域全体の生活・経済を支え、豊かな市民生活と安定した行政経営を実現するために必要な人口と

して、 

 

 

 

 

 

・出生数は減少し、合計特殊出生率も低下し続けています。婚姻割合もすべての年代で減

少しています。関係者が協力し、希望する方が安心して結婚、妊娠、出産、子育てをする

ことができる社会の実現が必要です。 

 

＜自然動態の課題＞ 

 

・10 代後半から 20 代前半の若い世代において、大学等の進学や就職などを契機として東

京圏へ多数流出しています。若い世代の夢や希望に応える進学先や雇用の創出など、若い

世代が活躍できる環境整備が必要です。 

 

＜社会動態の課題＞ 

 (1) 人口の推移における現況の課題 

 (2) 目指すべき将来の方向（人口目標） 

2060（令和 42）年に 約３０万人の人口を確保することを目指します。 
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(3) 人口目標の試算 
 
  社人研推計に準拠すると、本市の総人口は、2060（令和 42）年には、約 27万 4千人となります。    

これを基に、目指すべき将来の方向を踏まえ、次の仮定により、人口目標を試算しました。 

 

 

【図 21 人口目標の試算】 

 

■ 人口目標 ■ 

 

○人口  2060（令和42）年  27.4万人（社人研推計準拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人口  2060（令和42）年  30.0万人（人口目標） 

・合計特殊出生率  

2030（令和12）年に   1.61（県民希望出生率1） 

  2050（令和32）年に   2.07（人口置換水準２） 

・社会増減     

今後も、社人研推計に準じ、2005～2020年の 

平均的な純移動率を維持し社会増へ転換 

（人） 

 (3) 人口目標の試算 

1 県民希望出生率：長野県において、「長野県民の結婚・出産・子育てに関する意識調査（2022 年６月調査）」等に基づき試算した出生率 

２ 
人口置換水準：人口異動がなく、かつ年齢別死亡率が変化しないとした場合に、長期的に人口が維持される合計特殊出生率の水準。 
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(4) 年齢３区分別人口目標の推移 
 

2060（令和 42）年の人口構成をみると、年少人口（０～14 歳）比率では、社人研推計準拠の 8.6％

から 12.4％へと 3.8％増加します。同様に、生産年齢人口（15～64 歳）比率では、50.4％から 50.1％

に微減し、老年人口（65歳以上）比率は 41.0％から 37.5％に減少します。総人口の減少は避けら

れないものの、人口の若返りを目指すものです。 

 

表２ 年齢３区分別人口目標の推移の詳細 

（万人） 
2020（令和2）年 

（国勢調査） 

2060（令和42）年 

社人研推計準拠 人口目標 

総人口 37.2 27.4 30.0 

年少人口 

（0～14歳） 

※下段比率 

4.4 
（11.9％） 

2.4 
（8.6％） 

3.7 
（12.4％） 

生産年齢人口 

（15～64歳） 

※下段比率 

21,6 
（57.9％） 

13.8 
（50.4％） 

15.0 
（50.1％） 

老年人口 

（65歳以上） 

※下段比率 

11.2 
（30.1％） 

11.23 
（41.0％） 

11.9 
（37.5％） 

     ※ 総人口と年齢３区分別の各人口の合計は、端数処理の関係で必ずしも一致しない。 

※ 年齢３区分別の各比率の合計は、端数処理の関係で必ずしも100％にならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 年齢３区分別人口目標の推移 
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【図22 年齢３区分別将来推計人口比率（年少人口）の推移】 

 
 

【図23 年齢３区分別将来推計人口比率（生産年齢人口）の推移】 

 

 

【図24 年齢３区分別将来推計人口比率（老年人口）の推移】 
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